
　

証券コード 6268
平成21年６月３日

株 主 各 位

東京都港区海岸一丁目９番18号

ナ ブ テ ス コ 株 式 会 社
代表取締役社長 松 本 和 幸

第６回定時株主総会招集ご通知

拝啓 ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。
　さて、当社第６回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご案内申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面（郵送）またはインターネット等によっ
て議決権を行使することができます。その場合、お手数ながら後記の株主総会参考
書類をご検討いただき、平成21年６月23日（火曜日）午後６時までに到着するよ
う、①同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただきご返送いただくか、または
②インターネットウェブサイト（http://www.web54.net）により議決権をご行使く
ださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

１. 日 時 平成21年６月24日（水曜日）午前10時
２. 場 所 東京都港区芝公園二丁目５番20号

メルパルク東京 ５階 瑞雲
(末尾の会場ご案内図をご参照下さい)

３. 会議の目的事項
報 告 事 項 1.第６期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

2.第６期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）
　計算書類報告の件

決 議 事 項
　 第１号議案 剰余金の処分の件
　 第２号議案 定款一部変更の件
　 第３号議案 取締役10名選任の件
　 第４号議案 退任取締役に対する退職慰労金贈呈及び役員退職慰労金制度

廃止に伴う打切り支給の件
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　 第５号議案 取締役及び監査役の報酬額改定の件
　 第６号議案 取締役に対し株式報酬型ストックオプションとして新株予約

権を発行する件

４. 招集にあたって
の決定事項

議決権の重複行使の取扱い
(1)株主さまがインターネットにより複数回、議決権を行

使された場合は、最後に行使されたものを有効な議決
権行使としてお取扱いいたします。

(2)株主さまが書面及びインターネットの両方により議決
権を重複して行使された場合は、インターネットによ
るものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
1. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま

すようお願い申し上げます。
2. 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主さま１名が代理人とし

て株主総会にご出席いただけます。ただし代理権を証明する書面のご提出が必要となりま
すのでご了承下さい。

3. 添付書類及び株主総会参考書類に修正すべき事項が生じた場合は、インターネット上の当
社ウェブサイト（http://www.nabtesco.com）において修正後の事項を掲載させていただ
きます。
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(添付書類)
事  業  報  告

(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
　(1) 事業の経過及びその成果

　当期における世界経済は、米国の金融機関の破綻をはじめとする金融危機
の深刻化により景気後退が加速し、世界同時不況の様相が強まりました。
　一方、わが国経済も、株式市場の低迷や円高の進行、輸出の急激な減少に
よる減産などにより企業収益が大幅に悪化しており、未曾有の景気後退局面
を迎えました。
　このような状況の中、当社グループの当期の業績につきましては、第２四
半期までは堅調に推移したものの、10月以降は各セグメントとも市場におけ
る設備投資抑制が鮮明となり、売上高は減少となりました。営業利益、経常
利益につきましては、減収のほか、円高の急激な進行及び一部の品質問題対
応の影響を受け減益となり、当期純利益につきましても、投資有価証券評価
損を特別損失として計上したため、大幅な減益となりました。
　この結果、当期の連結業績は、売上高は前期比9.2％減少の1,581億円、営
業利益は同38.2％減少の120億円、経常利益は同35.2％減少の129億円、当期
純利益は同59.9％減少の44億円となりました。

　 セグメント別の概況は次のとおりです。
    【精密機器事業】

　精密機器事業の売上高は前期比14.8％減少の280億円、営業利益は同46.5
％減少の25億円となりました。
　精密減速機は、主力の産業用ロボット向けの売上が、ロボットの主要ユー
ザーである自動車業界の設備投資抑制により大幅に減少し、減収・減益とな
りました。
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    【輸送用機器事業】
　輸送用機器事業の売上高は前期比4.5％減少の467億円、営業利益は同22.7
％減少の46億円となりました。
　鉄道車両関連機器は、底堅く推移しましたが、製品納入が集中した前期に
比べ減収となり、営業利益は品質問題対応費用の計上により、減益となりま
した。
　自動車関連機器は、トラックメーカーの減産影響により、大幅な減収・減
益となりました。
　舶用エンジン制御システムは、全世界の新造船建造隻数が過去最高を更新
し、増収・増益となりました。

    【航空・油圧機器事業】
　航空・油圧機器事業の売上高は前期比9.3％減少の513億円、営業利益は同
42.6％減少の26億円となりました。
　油圧機器は、第２四半期までは油圧ショベル、ミニショベルの世界的な需
要拡大が続いたものの、10月以降は需要が急速に悪化し、走行モーターの売
上が減少したため、通期では減収となりました。営業利益につきましては、
売上減及び材料価格高騰の影響を受け、減益となりました。一方、風力発電
機用駆動装置は景気悪化の影響を受けましたが、世界的なクリーンエネルギ
ーに対する関心の高まりから、堅調に推移しました。
　航空機器は、民間需要及び防衛需要ともに減少し、減収となりました。営
業利益につきましては、減収及び為替変動等の影響を受けたものの、経費節
減等によりほぼ横ばいとなりました。

    【産業用機器事業】
　産業用機器事業の売上高は前期比10.5％減少の319億円、営業利益は同
46.5％減少の22億円となりました。
　自動ドア関連分野は、国内建築需要の減少傾向が続いたため、減収となり
ました。
  包装機械は、堅調に推移し、売上はほぼ横ばいとなりました。専用工作機
械は、自動車メーカーの設備投資抑制の影響を受け減収となりました。
  当該事業の営業利益につきましては、減収及び競争激化に伴う採算悪化等
により減益となりました。
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　 セグメント別情報

区 分
精 密
機器事業

輸 送 用
機器事業

航空・油圧
機 器 事 業

産 業 用
機器事業

合 計

売 上 高(百万円) 28,026 46,765 51,390 31,987 158,170

営 業 利 益(百万円) 2,506 4,682 2,614 2,209 12,012

　(2) 設備投資及び資金調達の状況
　当社グループの設備投資につきましては、当期中に実施した設備投資は総
額91億円であります。その主なものは、油圧機器事業における設備投資で、
能力増強・生産合理化を目的としたものです。

　 資金調達につきましては、特記すべき事項はありません。

　(3) 対処すべき課題
　今後の世界経済につきましては、先行きが非常に不透明であり、好転する
兆しも見られません。世界経済に大きく影響を与える自動車産業界におきま
しては、在庫調整に若干の落ち着きが見られるものの、いまだ市況回復のめ
どが立たず、減産や設備投資計画の中止、凍結を余儀なくされるなど、予断
を許さない状況が続くものと予想されます。 
　当社グループを取巻く経営環境は、引続き厳しい環境のもとに置かれてお
ります。
  このような状況の中で、当社は成長が期待される環境・インフラ整備関連
事業への展開に向けて新製品開発、既存製品による新市場開拓を積極的に進
め、一定の収益を確保するためのコスト削減や生産性及び品質の向上により
効率化を行うことで企業体質の強化を図ってまいります。これらにより、売
上高は前期比21.6％減少の1,240億円、営業利益は同58.4％減少の50億円を
見込んでおります。

　 ① 会社の経営の基本方針
  当社グループは、平成17年５月に「企業理念」を制定し、この企業理念の
もと、「長期ビジョン」を策定しております。長期ビジョン達成のためのセ
カンドステップの実行計画として、平成20年５月に平成20年度を初年度とす
る3ヵ年の中期経営計画「Global Challenge 2010」を策定し、公表いたしま
した。
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「企業理念」

ナブテスコは、

独創的なモーションコントロール技術で、

移動・生活空間に安全・安心・快適を提供します。

「長期ビジョン」

社会とともに成長するグローバル企業集団

～ 挑戦、創造、そして飛躍へ ～

(平成26年度の経営目標）

売上高          2,600億円

営業利益          360億円

「中期経営計画基本方針」

「 Global Challenge 2010 」

～ グローバル市場でさらなる飛躍へ ～

グローバル成長市場での事業強化と、

全ステークホルダーを重視した企業経営により、

永続的な企業価値増大を目指す。

　 1） さらなる成長性・収益性の追求
　    ・アジアを中心とした海外売上拡大、海外事業展開の強化
　    ・技術優位性の強化・確立と、次世代技術イノベーションの追求
　    ・事業拡充、シナジー効果を目的とした企業提携・Ｍ＆Ａの推進
    ・少子高齢化を見据えた国内生産性の向上と海外生産の推進
　    ・人材力における質と量の強化
　 2） ＲＯＡ・ＲＯＥを意識した経営の推進
　     ・資源の効率活用と利益ある成長を両立させた事業戦略の推進
        （ＲＯＡの向上）        
　 ・成長投資、財務健全性の確保、株主還元のバランスを考慮した企業
         収益の適正配分(ＲＯＥの向上）
　 3） 企業風土の革新
         ・プライド、夢、高い倫理観、学習意欲、ＣＳＲ意識を持ち、最高の
           生産性・品質を実現するとともに、さらなる成長を追求する環境・
           風土の構築    
         ・省エネルギー、環境保全に寄与する製品開発と事業運営の推進
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　  ② 目標とする経営指標

（単位：億円）

平成20年度
計画

平成20年度
実績

平成21年度
計画

売 上 高 1,780 1,581 1,240

営 業 利 益 184 120 50

営 業 利 益 率 10.3% 7.6% 4.0%

当 期 純 利 益 113 44 30

Ｒ Ｏ Ａ 6.7% 2.9% 2.1%

Ｒ Ｏ Ｅ 13.9% 5.8% 3.9%

   ③ 中長期的な会社の経営戦略
  昨今の経済環境の変化は、景気回復に相当程度の期間を要すると見込まれ
ることに加えて、従来の産業構造を大きく変革する可能性があります。 
  当社グループにおきましては、中長期的な視点から企業価値の向上、中期
経営計画の達成に向けて、「事業ポートフォリオ経営による成長性と収益性
の達成」「総合技術力の強化」「人的資源の最適活用と人材力の強化」をグル
ープ重点課題と位置付け、以下の施策を推進してまいります。

      1) 事業ポートフォリオ経営による成長性と収益性の達成
成長分野におけるさらなる事業拡大及びコア技術を活用した新製品の開
発強化に向け、積極的な資源投入を図ります。
・インフラ整備関連事業のさらなる拡大（鉄道車両関連機器、建設機械
用油圧機器）

・環境分野関連事業のさらなる拡大（風力発電機用関連機器、太陽光
発電用関連機器等）

・精密減速機技術をコアとした新製品の開発と市場投入
　 2) 総合技術力の強化

開発・製造・品質保証の全分野に亘る総合技術力を強化し、顧客へ優れ
た製品を提供するとともに、競合他社に対する性能・品質・コスト優位
性の維持・向上を目指します。
・イノベーションを絶え間なく起こす組織風土の醸成
・生産技術力の強化によるコスト優位性の維持・向上
・品質向上体制の強化
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　 3) 人的資源の最適活用と人材力の強化
人的資源が事業の基盤であるとの認識の下、人的資源の最適活用と人材
力の強化を図ります。
・重点戦略事業への人的資源の集中投入
・人材育成プログラムの強化

　④ 短期事業運営方針
  直近の経済情勢、金融環境の悪化、今後の不確実性の増大を鑑み、短期的
には、売上の大幅減を見越した投入資源の迅速な削減・縮小による収益性と
フリーキャッシュフローの確保に向けて運営してまいります。
  また中期的には、将来の布石となるべく投資を厳選しながら行ってまいり
ます。
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　(4) 財産及び損益の状況

区 分
平成17年度
第３期

平成18年度
第４期

平成19年度
第５期

平成20年度
第６期

(当連結会計年度)

売 上 高(百万円) 147,427 161,444 174,254 158,170

経 常 利 益(百万円) 14,481 16,869 20,061 12,998

当 期 純 利 益(百万円) 8,211 9,783 11,025 4,425

自己資本利益率(ＲＯＥ) 14.1％ 14.3％ 14.7％ 5.8％

１株当たり当期純利益(円) 64.05 77.10 86.77 34.82

純 資 産(百万円) 64,189 77,109 82,492 81,716

１株当たり純資産額(円) 505.59 575.19 609.08 601.75

総 資 産(百万円) 146,894 163,223 163,317 144,685

(注) 1. １株当たり当期純利益は、期中の平均株式数に基づき算出しております。
なお、期中の平均株式数は発行済株式数から自己株式数を控除して算出しておりま
す。

2. 第４期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５
号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等
の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しておりま
す。

　(5) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

ナ ブ コ ド ア 株 式 会 社 848 百万円 63.4 ％ 自動ドア等の販売・据付

東 洋 自 動 機 株 式 会 社 245 百万円 100.0 ％ 食品向包装機械の製造・販売

ナブテスコサービス株式会社 300 百万円 100.0 ％ 輸送用機器の販売・据付・メン
テナンス

上海納博特斯克液圧有限公司 1,450 万米ドル 51.0 ％ 油圧機器の製造・販売・メンテ
ナンス

Nabtesco Precision 
Europe GmbH

51.1 千ユーロ 100.0 ％ 精密減速機の販売

Nabtesco Aerospace Inc. 100 万米ドル 100.0
(100.0

％

％)
航空機器の製造・販売・メンテ
ナンス

(注) 当社の出資比率欄の（ ）内は、間接所有割合（内数）であります。
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　(6) 主要な事業セグメント

事 業 区 分 主 要 品 目

精 密 機 器 事 業
精密減速機、精密アクチュエーター、三次元光造形装置、
真空装置、高性能熱制御デバイス

輸 送 用 機 器 事 業
鉄道車両用ブレーキ・ドア装置、商用車用エアブレーキ装
置、舶用エンジン制御装置

航 空 ・ 油 圧 機 器 事 業
航空機用機器、建設機械用走行モーター、風力発電機用駆
動装置

産 業 用 機 器 事 業
建物用自動ドア、鉄道用プラットホームドア、食品向包装
機械、専用工作機械

　(7) 主要な事業所
　 ① 当社

名 称 所 在 地

本社 東京都港区

山形工場 山形県村山市

岐阜工場 岐阜県垂井町

垂井工場 岐阜県垂井町

津工場 三重県津市

神戸工場 兵庫県神戸市

甲南工場 兵庫県神戸市

西神工場 兵庫県神戸市

名古屋営業所 愛知県名古屋市

神戸営業所 兵庫県神戸市

北九州営業所 福岡県北九州市
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　 ② 子会社

名 称 所 在 地

ナブコドア株式会社 大阪府大阪市

東洋自動機株式会社 東京都港区

ナブテスコサービス株式会社 東京都品川区

上海納博特斯克液圧有限公司 中国 上海市

Nabtesco Precision Europe GmbH ドイツ デュッセルドルフ市

Nabtesco Aerospace Inc. 米国 ワシントン州

Nabtesco Power Control (Thailand) Co.,Ltd. タイ チョンブリ県

　(8) 従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減

3,989名 105名増

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員については従業員の100分の10未満のため記載
を省略しています。

　(9)主要な借入先の状況

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,500 百万円

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 2,500 百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,040 百万円

　(10)事業の譲渡、合併等企業再編行為等
該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項

　(1) 発行可能株式総数 400,000,000株

　(2) 発行済株式の総数 127,212,607株

　(3) 株主数 8,535名

　(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 議決権比率

株 式 会 社 神 戸 製 鋼 所 15,100 千株 12.01 ％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 9,183 千株 7.30 ％

タ イ ヨ ウ フ ァ ン ド ・ エ ル ・ ピ ー 9,039 千株 7.19 ％

帝 人 株 式 会 社 6,935 千株 5.51 ％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6,231 千株 4.95 ％

ザ チエース マンハッタン バンク エヌエイ ロンドン エス エル オムニバス アカウント 4,676 千株 3.72 ％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４Ｇ） 4,650 千株 3.70 ％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・株式会社神戸製鋼所口） 4,011 千株 3.19 ％

株 式 会 社 ハ ー モ ニ ッ ク ・ ド ラ イ ブ ・ シ ス テ ム ズ 3,265 千株 2.60 ％

ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニーレギュラーアカウント 2,418 千株 1.92 ％
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３．会社の新株予約権等に関する事項
　(1) 当事業年度末日に当社役員が保有する新株予約権等の状況
　 ① 新株予約権の数
　 30個
　 ② 目的となる株式の種類及び数
　 普通株式 30,000株（新株予約権１個につき1,000株)
　 ③ 新株予約権の区分別合計

発行回次 行使価格 行使期間 区分 保有者数 個数

第２回新株予約権
(平成17年６月24日)

860円
平成19年８月10日から
平成22年８月９日まで

取締役 ２名 20個

監査役 １名 10個

(注) 1. 社外取締役は新株予約権を保有しておりません。
2. 監査役が保有している新株予約権は監査役就任前に付与されたものであります。

　(2) その他新株予約権等に関する重要な事項の状況
　  【円貨建転換社債型新株予約権付社債の内容】

平成18年11月29日開催の取締役会決議に基づき発行した2011年満期円貨建転
換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権

　 ① 社債の内容
　 (ア)社債の総額
　 110億円
　 (イ)社債の利率
　 本社債には利息を付さない。
　 (ウ)社債の発行日
　 平成18年12月15日
　 (エ)償還の方法及び期日
　 平成23年12月15日に本社債の額面金額の100％で償還する。
　 (オ)募集方法

幹事引受会社であるNomura Bank (Switzerland) Ltd.を買取人とす
る総額買取引受によるスイス連邦を中心とする海外市場における募
集。

　 ② 新株予約権の内容
　 (ア)社債に付された新株予約権の総数
　 11,000個
　 (イ)本新株予約権の目的である株式の種類及び数

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その行使
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により当社が交付する当社普通株式の数は、行使請求に係る社債の
額面金額の総額を転換価額2,000円で除した数とする。

　 (ウ)新株予約権の払込金額
　 新株予約権と引換えに金銭の払込は要しない。
　 (エ)新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

(a) 新株予約権の行使に際しては、本社債を出資するものとし、当該
社債の価額は、その額面金額と同額とする。

　 (b) 転換価額は、2,000円とする。
(オ)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金及び資本準備金
新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本
金の額は、会社計算規則第40条の定めるところに従って算定された
資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満
の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資
本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減
じた額とする。

　 (カ)新株予約権を行使することができる期間
平成18年12月29日から平成23年12月１日の銀行営業終了時（チュー
リッヒ時間）までとする。

　 (キ)その他の本新株予約権の行使の条件
　 各本新株予約権の一部行使はできない。
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４．会社役員の状況
　(1) 取締役及び監査役の状況（平成21年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び他の法人等の代表状況等

代表取締役社長 松 本 和 幸 最高経営責任者（ＣＥＯ）

代 表 取 締 役
専 務 取 締 役

児 山 立 平 鉄道カンパニー社長

常 務 取 締 役 佐 和 博 パワーコントロールカンパニー社長

常 務 取 締 役 松 田 保 企画本部長兼総務・人事本部長

常 務 取 締 役 坪 内 繁 樹 精機カンパニー社長

常 務 取 締 役 井 上 陽 一 技術本部長

取 締 役 三 代 洋 右 企画本部副本部長

取 締 役 今 村 雄二郎 ナブコカンパニー社長

取 締 役 青 井 博 之 コンプライアンス本部長

取 締 役 川 田 豊

常 勤 監 査 役 野 上 達 夫

常 勤 監 査 役 中 村 秀 一

監 査 役 石 丸 哲 也

監 査 役 山 田 正 彦

監 査 役 三 谷 紘 弁護士

(注) 1. 取締役三代洋右、今村雄二郎、青井博之の３氏は、平成20年６月24日開催の第５回
定時株主総会において、新たに取締役に選任され就任いたしました。

2. 監査役中村秀一氏は、平成20年６月24日開催の第５回定時株主総会終結の時をもっ
て取締役を退任し、新たに監査役に選任され就任いたしました。

3. 監査役三谷紘氏は、平成20年６月24日開催の第５回定時株主総会において、新たに
監査役に選任され就任いたしました。

4. 取締役であった阿部裕氏は、平成20年５月８日に逝去により退任いたしました。
5. 取締役川田豊氏は、社外取締役であります。
6. 監査役石丸哲也、山田正彦、三谷紘の３氏は、社外監査役であります。
7. 監査役野上達夫氏は、一部上場会社の経理部門における長年の経験があり、財務及

び会計に関する相当程度の知見を有しております。
8. 社外監査役石丸哲也氏は、一部上場会社の経理部門における長年の経験があり、財

務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
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　(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 対象人員 報酬等の額 摘 要

取 締 役 12名 266百万円
平成18年６月の株主総会決議に基づく報酬限
度額
取締役 年額  300百万円

監 査 役
(うち社外監査役)

7名
( 4名)

64百万円
( 18百万円)

当社設立に係る平成15年６月の株主総会決議
に基づく報酬限度額
監査役 月額  6百万円（年額72百万円)

計 19名 331百万円

(注) 1. 上記報酬等の額には、当期中に費用処理した役員退職慰労引当金繰入額59百（取締役
52百万円、監査役7百万円）を含めております。

2. 上記報酬等の額のほか、使用人兼務取締役の使用人給与相当額36百万円を支給して
おります。

3.  上記対象人員には、当期中の退任取締役3名及び監査役2名を含んでおります。
また、当期中に退任した取締役3名及び監査役1名に退職慰労金97百万円（取締役78
百万円、監査役19百万円）を支給しております。（平成20年６月24日第５回定時株主
総会決議）なお、各金額には、当期前の事業年度にかかる事業報告において開示し
た役員退職慰労引当金の増加額が含まれております。

4. 本定時株主総会での株主の皆さまのご承認を条件に、退任予定の取締役１名に対し
退職慰労金24百万円を支給する予定です。なお、当該金額には、当期及び当期前の
事業年度にかかる事業報告において開示した役員退職慰労引当金の増加額が含まれ
ております。

5. 監査役中村秀一氏は、平成20年６月24日開催の第５回定時株主総会終結の時をもっ
て取締役を退任した後、監査役に就任したため、対象人員及び報酬等の額について
取締役期間は取締役に、監査役期間は監査役に含めて記載しております。

6. 上記報酬等の額には、平成20年５月８日に逝去により退任した取締役１名の報酬を
含めております。

7. 上記対象人員には、無報酬の社外取締役１名を除いております。

　(3) 社外役員に関する事項
　 ① 兼任その他の状況

区 分 氏 名 兼任先会社名 兼任の内容

社 外 取 締 役 川 田 豊 株式会社神戸製鋼所※ 常務執行役員

社 外 監 査 役 石 丸 哲 也 帝人ファーマ株式会社 常勤監査役

※ 株式会社神戸製鋼所は当社発行済株式総数の10分の１以上の数の株式を有する株主であり
ます。
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　 ② 当事業年度における主な活動状況

区分 氏 名
取締役会
出席状況

監査役会
出席状況

発言状況

取締役 川 田 豊 89.5％ ―
社外取締役としての立場から、必要
な発言・助言がありました。

監査役 石 丸 哲 也 94.7％ 100.0％
社外監査役としての立場から、専
門・経験を踏まえた発言・助言があ
りました。

監査役 山 田 正 彦 94.7％ 100.0％

監査役 三 谷 紘 93.8％ 100.0％

※ 三谷紘氏の社外監査役就任は平成20年６月24日のため、平成20年６月24日以降出席すべき
監査会の回数は10回、取締役会の回数は16回であります｡
(当期中の総開催数は監査役会13回、取締役会19回です。なお書面決議による取締役会の
回数は除いております。）

　 ③ 責任限定契約の内容の概要

当社は、定款に社外取締役及び社外監査役の責任限定契約に関する規定を
設けております。当社は、当社定款に基づき当社が社外取締役川田豊、社外
監査役石丸哲也、同山田正彦、同三谷紘の４氏との間で責任限定契約を締結
しております。その契約内容は次のとおりです。
  同契約に基づく賠償責任限度額は、１千万円と法令が定める額とのいずれ
か高い額とします。
  上記の責任限定が認められるのは、当該社外役員が責任の原因となった職
務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないときに限るものとします。

― 17 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2009年05月20日 21時37分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.10 20081020_01）



　

５．会計監査人に関する状況
　(1) 会計監査人の名称 あずさ監査法人

　(2) 会計監査人に対する報酬等の額

① 当社が支払うべき報酬等の合計額 60百万円

② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 87百万円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に
基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金
額にはこれらの合計額を記載しております。

      当社の重要な子会社のうち、上海納博特斯克液圧有限公司、Nabtesco Precision Europe
GmbH、Nabtesco Aerospace Inc.は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けてお
ります。

　(3) 非監査業務の内容
　当社は同監査法人に対し、公認会計士法第２条第１項の業務以外の非監査
業務である財務報告に係る内部統制についてのアドバイザリー業務を委託
し、対価を支払っております。

　(4) 解任または不再任の決定の方針
　取締役会は会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある
と判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会の請求
に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的としま
す。
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ
ると判断した場合は、取締役会に、会計監査人の解任または不再任を株主総
会の会議の目的とすることを請求します。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目
に該当すると認められる場合は、監査役全員の合意に基づき、会計監査人を
解任します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集さ
れる株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告しま
す。
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６．業務の適正を確保するための体制
　当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した事項
は次のとおりであります。

　当社グループの内部統制においては、企業理念、企業倫理綱領及びグループ行
動基準を適正かつ公正な事業活動の拠り所とし、取締役、監査役及び全てのグル
ープ社員はこれらを遵守することを基本とする。
　当社の業務執行は、執行役員制及びカンパニー制に基づいて行い、これを統制
する企業統治体制として取締役会、監査役（会）及び会計監査人を置く。また業
務執行上の重要事項を審議する機関として、マネジメント・コミッティを設置す
る。
　内部統制推進の最高責任者はＣＥＯとし、その推進においてＣＥＯを補佐する
ため、コンプライアンス本部を設置する。
　取締役会は、事業環境や社会的要請の変化、法規制の改正、リスクの多様化等
に応じて内部統制システムの整備に関し継続的に検討を重ね、毎年一回その他必
要に応じ見直しを行う。

　(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 取締役は、企業人として企業理念、企業倫理綱領、グループ行動基準の遵
守はもとより、社会の一員として社会規範・倫理に則した行動を行い、健全
な企業文化の維持形成に努める。

② 取締役（会）は、法令、定款、取締役会規則及びグループ責任・権限規程
等に規定される経営上の重要事項について、適切に意思決定を行う。

③ 取締役は、取締役会の適切な意思決定に基づき、各々委嘱された業務を執
行するとともに、業務執行の状況を取締役会に報告する。また、各取締役
は、他の取締役を含め業務執行について法令及び定款への適合性に関し問題
が生じた場合は、取締役会及び監査役（会）へ報告する。

④ 意思決定においては、本社専門スタッフあるいは外部専門家の専門意見を
聴取することを徹底することで、判断の合理性、適法性を確保する。

⑤ 社外取締役、社外監査役による外部からの多面的かつ公正な観点からのア
ドバイスを通じて、取締役会は適正な判断を行う。

　(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 取締役は、その職務の執行に係る以下の情報（文書及び電磁的記録。以下
同じ。）について、法令及び社内規程に基づき、それぞれの担当職務に従い
適切に作成及び保存・管理を行う。

　 (a) 株主総会議事録及びその関連資料
　 (b) 取締役会議事録及びその関連資料
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(c) マネジメント・コミッティ等、取締役が主催する重要な会議体の議事内
容の記録及び関連資料

　 (d) 取締役が決定者となる決定通知書及び付属書類
　 (e) その他取締役の職務の執行に関する重要な書類

② 上記①に定める情報の作成及び保存・管理における責任者は、それぞれの
会議体議長または別途定められた取締役、決定者あるいは職務執行取締役と
する。

③ 電磁的記録については、ＩＴ技術の高度化に伴う漏洩リスクに対し十分な
セキュリティ体制を整備し、継続的に強化・改善を図る。

　(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 業務執行に関し、損益、資産効率、品質、災害等の状況が取締役会に適正
かつタイムリーに報告される体制を整備し、リスクの早期発見に努め、損失
の極小化を図る。

② 以下の事項に対し、リスクの管理及び損失の予防を行う。必要に応じ、グ
ループ横断的な組織の設置、規程の整備を行う。
(a) 事業環境や業界構造の変化及び新技術、新規参入への対処の遅れ等に起

因する事業の機会損失リスク
(b) 取締役、使用人の不適切な判断、業務処理あるいは重過失、不正行為等

に起因する事業運営リスク
(c) カントリーリスクや販売先・仕入先の与信等に起因する代金回収不能・

調達支障リスク
　 (d) 所有する金融資産や金利・為替の変動等に起因する金融リスク
　 (e) 基幹システムの停止・動作不良や情報漏洩等のＩＴリスク
　 (f) 契約の不備、知的財産権の侵害等に起因する訴訟リスク

(g) ＥＳＨ（Environment, Safety ＆ Health：環境・安全・健康）に関す
るリスク

　 (h) ＰＬ（Products Liability：製造物責任）を含む品質に関するリスク
　 (i) その他、取締役会が極めて重大と判断するリスク

③ グループ責任・権限規程の遵守・徹底を通じて、意思決定の妥当性・合法
性を確保し、リスクの管理を行う。

④ 事故、災害及び重要な品質問題発生時の報告要領を社内規程に定め、それ
に基づく有事の際の迅速かつ適切な情報伝達及び緊急対応態勢を整備する。

⑤ 取締役、使用人は、当社並びに当社グループに著しい損害を及ぼすおそれ
のある事実があることを発見したときは、迅速かつ的確に取締役（会）へ報
告するものとし、取締役（会）はその損失を最小限に止めるよう努める。

⑥ 業務監査部を中心とした本社専門スタッフが、業務上のリスク管理状況を
横断的に監査し、業務改善に関し必要かつ適切な助言を行う。
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　(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役の業務執行が効率的に行われることを確保するため、必要な組織を
組成し、それぞれの業務分掌を定める。取締役は取締役会決議により業務を
分担し、業務分掌に基づき業務を執行する。

② 当社の事業内容、事業特性に鑑み、執行役員制・カンパニー制を採る。グ
ループ責任・権限規程に基づき、取締役会の留保権限並びにＣＥＯ、各執行
役員（業務担当取締役を含む。以下同じ。）への委譲権限を明確にする。

③ ＣＥＯ及び執行役員は、グループ責任・権限規程に基づき必要な意思決定
手続を行った上で、業務執行及び業務報告を行う。

④ 取締役会付議事項のうち業務執行に係るものについては、マネジメント・
コミッティで事前審議を行い論点を整理した上で取締役会へ上程することに
より、取締役会における意思決定の適正化及び効率化を図る。

　(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① ＣＥＯ並びに各執行役員は、使用人に対し企業理念、企業倫理綱領及びグ
ループ行動基準の浸透及び実践的運用の徹底を図る。

② コンプライアンスに関する専門部署を設置し、社会情勢及び法改正等に則
したコンプライアンス体制の見直しと、使用人に対するグループ横断的なコ
ンプライアンス教育を行う。

③ 使用人は当社グループにおける不正行為の通報義務を有し、その手段の一
つとして企業倫理ホットラインを開設する。企業倫理ホットラインの運用を
通じ、通常の職制ラインでは報告されない情報の収集及び適切な措置を施す
ことにより、法令違反を牽制する。

④ 使用人の業務執行においては、法務部等の本社専門スタッフあるいは外部
専門家の専門意見を聴取することを徹底し、適法性・適正性を確保する。

　(6) 当社並びに当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
① 内部統制に係る理念、方針は全てグループ適用とし、グループ全体への浸
透と統一化を図る。

② グループ会社管理規程を制定し子会社の管理区分及び管理事項を規定する
とともに、子会社の規模及び重要性（当社グループへの影響度合い）及び子
会社の自主健全性を勘案し、グループ責任・権限体系を定める。

③ 全部連結を採用し全子会社の業績を当社連結業績に適切に反映させ、かつ
管理連結を採用しカンパニー連結での業績評価を行うことで、子会社の事業
運営の適正化、効率化及び財務報告の質的向上を図る。

④ 子会社の社外取締役、社外監査役を当社より派遣し意思決定及び業務執行
の適正化を図るとともに、グループ監査役会を通じて、子会社における監査
の均質化と充実を図る。

― 21 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2009年05月20日 21時37分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.10 20081020_01）



　

⑤ 当社の業務監査部において子会社に対する内部監査を実施し、監査を通じ
て業務改善に関し必要かつ適切な助言を行う。また、当社が運用している企
業倫理ホットラインは子会社も対象にしている。

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人（以下、「補助人」という。）を置くこ
とを求めた場合における当該使用人に関する事項
　監査役（会）から補助人設置の要請があった場合は、監査役（会）との事
前協議の上、速やかに当該補助人を確保する。

　(8) 前号の補助人の取締役からの独立性に関する事項
　前号の補助人を設けた場合、取締役からの独立性を確保するため、当該補
助人の人事異動及び人事考課は、監査役（会）との事前合議の上、決定す
る。

(9) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告
に関する体制

① 監査役はマネジメント・コミッティ他、全ての重要会議に出席できる体制
とする。

　 ② 監査役は全ての経営情報が閲覧できる体制とする。
③ 取締役は、当社並びに当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事
実があることを発見したときは、直ちにその事実を監査役（会）に報告す
る。

④ 取締役及び使用人は、監査役が当社事業の報告を求めた場合、または当社
の業務及び財産の状況の調査をする場合は、迅速かつ適切に対応する。

　(10)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役は、重要会議への出席及び経営情報の閲覧が可能であり、取締役と
同等の情報に基づいた監査が実施できる体制とする。

② ＣＥＯ及び代表取締役は、監査役（会）との意見交換会を定期的に開催す
る。

③ 監査役はマネジメント・コミッティに出席し、業務執行における意思決定
プロセスのチェックができる体制とする。

④ 監査役は会計監査人及び経理部と定期的に意見交換を行い、財務報告の適
正性について確認ができる体制とする。

⑤ 監査役はコンプライアンス推進部及び業務監査部と定期的に監査状況の報
告及び監査に関する意見交換を行い、監査業務の充実を図ることができる体
制とする。
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７．株式会社の支配に関する基本方針
　当社は、平成19年５月８日開催の取締役会において、当社の企業価値及び株主
の皆さまの共同の利益を確保し、向上させることを目的として、当社の財務及び
事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を決定するとともに、
平成19年６月26日開催の定時株主総会の承認を得て、この基本方針に照らして不
適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する
ための取組みとしての当社株式の大規模買付行為に関する対応策（以下「本買収
防衛策」といいます。）を導入いたしました。

　(1) 基本方針の内容
　当社グループは、航空機用機器、新幹線向けをはじめとする鉄道車両用機
器、商用車用のブレーキ機器、産業用ロボット向けを主とした精密減速機、
建設機械用油圧機器、自動ドア、船舶用遠隔操縦装置など「空・陸・海」を
カバーする幅広いモーションコントロール製品を扱っており、これらを４つ
の事業セグメント（精密機器、輸送用機器、航空・油圧機器、産業用機器）
に区分し運営しております。各事業はそれぞれが独自の市場を形成し、特定
の用途市場において国内外で高いシェアの製品を有しているとともに、他社
には見られない独特のシナジーを生み出しています。
　また、当社グループのお客さまは、それぞれの業界において世界トップク
ラスの企業であります。そのお客さまと築き上げてきた信頼関係も、当社グ
ループにとっての企業価値の源泉であると認識しております。
　当社グループが今後さらなる成長を遂げ企業価値向上を果たすためには、
シナジーを最大化し、お客さまとの信頼関係をさらに強化していくことが必
要であり、これらを実現するためには、個別最適、つまり各事業の独自性
と、全体最適、つまり基盤技術・ノウハウ・人材の横断的かつ有機的な活用
のバランスを取ることが必要不可欠であると考えております。
　当社では、当社グループを構成する事業全体を十分に把握した上で、迅速
かつ適正な意思決定が実行できるコーポレート・ガバナンスの体制を構築し
ております。
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　当社グループの企業価値の源泉が、以上で述べましたような当社グループ
が築き上げてきた経営資源に存することに鑑み、特定の者またはグループ
が、当社の総議決権の20％以上の議決権を有する株式を取得することによ
り、当社グループの企業価値または株主共同の利益が毀損されるおそれが存
する場合には、かかる特定の者またはグループは、当社の財務及び事業の方
針の決定を支配する者として不適切であるとして、法令及び定款によって許
容される限度において当社グループの企業価値または株主共同の利益の確
保・向上のための相当な措置を講じることを、当社が導入する敵対的買収防
衛策に関する基本方針といたします。

　(2) 当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に向けた取組みについて
　当社グループは「ナブテスコは、独創的なモーションコントロール技術
で、移動・生活空間に安全・安心・快適を提供します。」を企業理念に掲げ、
平成26年度の当社グループの目指すべき姿として長期ビジョンを設定すると
ともに、その達成に向けた実行計画として平成20年５月に平成20年度を初年
度とする３ヵ年の中期経営計画「Global Challenge 2010」を策定しました。
その達成のため全社一丸となって諸施策に取組んでまいります。
　中期経営計画の内容につきましては、６頁から８頁に記載しております。
　また当社は、当社グループの永続的な価値の増大を目指すとともに、株主
さまをはじめとするステークホルダーからさらに信頼される会社になるた
め、法令遵守はもとより、高い透明性と倫理観に基づく企業経営の実践に努
めております。
　当社は、当社グループの事業内容、事業特性に鑑み、意思決定の迅速化と
業務執行責任の明確化を目的として執行役員制・カンパニー制を採用すると
ともに、これを統制する企業統治体制として取締役会、監査役（会）及び会
計監査人を設置しており、業務執行、経営上の意思決定・監督、経営監視の
機能を明確に区分しております。
　さらに、業務執行上の重要事項を審議する機関として、マネジメント・コ
ミッティを設置しております。マネジメント・コミッティには常勤監査役も
出席し、重要な取締役会付議案件は事前に審議し論点を整理した上で取締役
会に上程することで、取締役会における意思決定の適正化及び効率化を図っ
ております。
　これらの体制を整備、強化することにより、業務執行の敏速性及び機動性
を維持しつつ、企業統治体制の強化と責任の明確化を図り、当社グループの
企業価値向上に資する効率的かつ透明性の高い企業経営を実現いたします。
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　かかる取組みは当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させるもの
であり、上記(1)で述べた基本方針に沿うものであります。

　(3) 本買収防衛策の内容
　 ① 本買収防衛策の概要

　本買収防衛策は、事前警告型買収防衛策であり、当社グループの企業価値
及び株主の皆さまの共同の利益を確保・向上させることを目的として、当社
の総議決権の20％以上の議決権を有する株式を取得するため大規模買付行為
を行おうとする者（以下「大規模買付者」といいます。）に対し、１.事前に
大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報の提供を求め、２.大規模買付
行為についての情報収集・検討等を行う時間を確保した上で、３.株主の皆
さまへの当社経営陣の計画や代替案等の提示、及び大規模買付者との交渉を
行っていくための手続を定めています。

　 ② 情報提供の要求
　大規模買付者には、当社取締役会が不要と判断した場合を除き、大規模買
付行為の実行に先立ち、当社に対して、当社株主の皆さまの判断及び当社取
締役としての意見形成のために必要かつ十分な情報（必要情報）、並びに大
規模買付者が大規模買付行為に際して本買収防衛策に定める手続を遵守する
旨の誓約文言等を記載した書面（意向表明書）を提出していただきます。

　 ③ 取締役会評価期間の設定等
　当社取締役会は、大規模買付者が当社取締役会に対して必要情報及び意向
表明書の提供を完了した後60営業日を当社取締役会による評価、検討、意見
形成、代替案立案及び大規模買付者との交渉のための期間として設定しま
す。大規模買付行為は、この期間の経過後にのみ開始させるべきものとしま
す。

　 ④ 独立委員会の設置と勧告手続
　当社は、取締役会から独立した組織として独立委員会を設置します。独立
委員会は、以下に定めるところにより、当社取締役会に対して大規模買付行
為に関する勧告を行うものとします。

　 ア．大規模買付者が本買収防衛策に定められた手続を遵守した場合
　大規模買付者が本買収防衛策に定められた手続を遵守した場合には、独
立委員会は、原則として、当社取締役会に対して、大規模買付行為に対す
る対抗措置の不発動を勧告します。ただし、本買収防衛策に定められた手
続が遵守されている場合であっても、独立委員会は、大規模買付行為が当
社グループの企業価値または株主の皆さまの共同の利益を著しく損なうと
判断したときは、かかる大規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告し
ます。
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　 イ．大規模買付者が本買収防衛策に定められた手続を遵守しない場合
　大規模買付者により、本買収防衛策に定める手続が遵守されない場合
で、当社取締役会がその是正を書面により要請した後５営業日以内に是正
がなされない場合には、独立委員会は、当社グループの企業価値または株
主の皆さまの共同の利益の確保・向上のために対抗措置を発動させないこ
とが必要であることが明白である場合、その他の特段の事情がある場合を
除き、原則として、当社取締役会に対して、大規模買付行為に対する対抗
措置の発動を勧告します。

　 ⑤ 当社取締役会による決議
　当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の
発動または不発動その他必要な決議を行うものとします。

　 ⑥ 対抗措置の具体的な内容
　当社が本買収防衛策に基づき発動する大規模買付行為に対する対抗措置
は、新株または新株予約権の無償割当て等、会社法その他の法令及び当社の
定款が取締役会の権限として認める措置とします。

　 ⑦ 本買収防衛策の有効期間
　本買収防衛策の有効期間は、平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結
の時から３年内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総
会終結の時までとします。ただし、有効期間の満了前であっても、当社株主
総会の決議または当社取締役会の決議によって本買収防衛策を廃止すること
ができます。また、当社は、当社取締役会において、本買収防衛策の有効期
間中に独立委員会の承認を得た上で、本買収防衛策を修正し、または変更す
る場合があります。

(4) 本買収防衛策が基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主の皆さまの共
同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではない
ことについて
　本買収防衛策は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表した
「企業価値・株主共同の利益の確保または向上のための買収防衛策に関する
指針」の定める三原則（１.企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、
２.事前開示・株主意思の原則、３.必要性・相当性確保の原則）を充足して
おり、高度な合理性を有するものであります。

　 ① 企業価値・株主共同の利益の確保・向上
　本買収防衛策は、当社グループの企業価値及び株主の皆さまの共同の利益
の確保・向上を目的としております。
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　 ② 事前の開示
　当社は、平成19年５月８日に本買収防衛策について予め開示しており、今
後も、法令及び関係のある証券取引所の規則に従って適時適切な開示を行い
ます。

　 ③ 株主意思の重視
　本買収防衛策の有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本
買収防衛策の廃止が決定された場合には、その時点で本買収防衛策は廃止さ
れることになり、その意味で本買収防衛策の消長は、株主の皆さまのご意思
に基づくこととなっております。
　また本買収防衛策の有効期間の満了前であっても、当社の取締役会におい
て廃止が決定された場合にもその時点で本買収防衛策は廃止されることにな
りますが、当社の取締役の任期は１年とされていますので、当社取締役の選
任議案を通じても本買収防衛策の消長につき１年毎に株主の皆さまのご意思
が反映されます。

　 ④ 独立委員会の設置
　本買収防衛策の必要性及び相当性を確保し、経営者の保身のための濫用を
防止するために、社外監査役及び社外有識者から構成される独立委員会を設
置しております。当社取締役会が対抗措置を発動する場合には、その判断の
公正を担保し取締役会の恣意的な判断を排除するために、独立委員会の勧告
を最大限尊重するものとしています。

⑤ デッドハンド型買収防衛策またはスローハンド型買収防衛策ではないこと
　当社の株主総会または株主総会で選任された取締役会によりいつでも廃止
することができるため、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過
半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）またはスローハ
ンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないた
め、発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）ではありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切捨てております。比率

その他の数字は、表示の数値未満を四捨五入しております。
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連結貸借対照表

(平成21年３月31日現在)

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 ( 84,306) 流 動 負 債 ( 41,209)

現 金 及 び 預 金 9,422 支払手形及び買掛金 22,329

受取手形及び売掛金 35,159 短 期 借 入 金 8,160

有 価 証 券 18,000 未 払 法 人 税 等 404

商 品 及 び 製 品 2,923 製 品 保 証 引 当 金 1,280

仕 掛 品 5,781 そ の 他 9,035

原材料及び貯蔵品 7,788 固 定 負 債 ( 21,759)

繰 延 税 金 資 産 3,037 社 債 11,000

そ の 他 2,286 退 職 給 付 引 当 金 9,256

貸 倒 引 当 金 △92 役員退職慰労引当金 261

固 定 資 産 ( 60,379) 環 境 対 策 引 当 金 519

有 形 固 定 資 産 ( 45,206) 繰 延 税 金 負 債 27

建 物 及 び 構 築 物 15,608 負 の の れ ん 216

機械装置及び運搬具 11,077 そ の 他 478

工具器具及び備品 2,062 負 債 合 計 62,968

土 地 14,709 (純 資 産 の 部)

建 設 仮 勘 定 1,749 株 主 資 本 ( 76,999)

無 形 固 定 資 産 (  1,447) 資 本 金 10,000

投資その他の資産 ( 13,724) 資 本 剰 余 金 17,477

投 資 有 価 証 券 11,543 利 益 剰 余 金 49,668

繰 延 税 金 資 産 887 自 己 株 式 △146

そ の 他 1,529 評価・換算差額等 (  △522)

貸 倒 引 当 金 △235 その他有価証券評価差額金 1,047

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △14

為替換算調整勘定 △1,554

少 数 株 主 持 分 (  5,239)

純 資 産 合 計 81,716

資 産 合 計 144,685 負債・純資産合計 144,685
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連結損益計算書

（平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 158,170

売 上 原 価 124,040

売 上 総 利 益 34,129

販売費及び一般管理費 22,117

営 業 利 益 12,012

営 業 外 収 益

受 取 利 息 65

受 取 配 当 金 287

賃 貸 料 収 益 263

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 629

そ の 他 647 1,892

営 業 外 費 用

支 払 利 息 154

た な 卸 資 産 処 分 損 129

為 替 差 損 451

そ の 他 171 906

経 常 利 益 12,998

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 67

投 資 有 価 証 券 売 却 益 3

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 53 124

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 232

投 資 有 価 証 券 評 価 損 4,589

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 9

リ ー ス 解 約 損 38

関 係 会 社 整 理 損 149

環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額 172 5,191

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 7,931

法人税、住民税及び事業税 1,767

法 人 税 等 調 整 額 1,010 2,777

少 数 株 主 利 益 728

当 期 純 利 益 4,425
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連結株主資本等変動計算書

（平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成20年３月31日残高 10,000 17,500 47,412 △135 74,777

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △2,160 △2,160

当 期 純 利 益 4,425 4,425

自己株式の取得 △73 △73

自己株式の処分 △23 62 38

在外子会社法定基金繰入額 △8 △8

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

―

連結会計年度中の変動額合計 ― △23 2,255 △11 2,221

平成21年３月31日残高 10,000 17,477 49,668 △146 76,999

(単位：百万円)

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

評価・換算
差額等合計

平成20年３月31日残高 2,189 6 446 2,642 5,071 82,492

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △2,160

当 期 純 利 益 4,425

自己株式の取得 △73

自己株式の処分 38

在外子会社法定基金繰入額 △8

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△1,141 △21 △2,000 △3,164 168 △2,996

連結会計年度中の変動額合計 △1,141 △21 △2,000 △3,164 168 △775

平成21年３月31日残高 1,047 △14 △1,554 △522 5,239 81,716
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

　１．連結の範囲に関する事項

　 (イ)連結子会社の数……30社

主 要 会 社 名 ： ナ ブ コ ド ア ㈱、 東 洋 自 動 機 ㈱、 ナ ブ テ ス コ サ ー ビ ス ㈱、

Nabtesco Precision Europe GmbH

Nabtesco Power Control Europe b.v. 及び ナブコトート㈱は、清算手続きが完了し

たことにより消滅しているため、連結の範囲から除外している。

　 (ロ)非連結子会社の数…０社

　２．持分法の適用に関する事項

　 (イ)持分法適用関連会社の数……８社

　 主要会社名：ＴＭＴマシナリー㈱、ナブコシステム㈱

　 (ロ)持分法の適用の手続に関する事項

持分法適用関連会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直

近の事業年度に係る計算書類を使用している。

　３．連結子会社の事業年度に関する事項

事 業 年 度 の 末 日 が 連 結 決 算 日 と 異 な る 子 会 社 は、Nabtesco Aerospace Inc.、

Nabtesco Motion Control Inc.、Nabtesco USA Inc.、NABCO ENTRANCES,INC.、

NABCO ENGINEERING LIMITED、Nabtesco Precision Europe GmbH、NABMIC B.V.、

Nabtesco Marine Service Singapore Pte Ltd、Nabtesco Marinetec Co.,Ltd.、

Nabtesco Automotive Products（Thailand）Co.,Ltd.、Nabtesco Power Control

（Thailand)Co.,Ltd.、上海納博特斯克液圧有限公司、納博克自動門（北京）有限公司、

納博特斯克鉄路運輸設備（北京）有限公司、上海納博特斯克船用控制設備有限公司及び

台湾納博特斯克科技股份有限公司であり、その決算日（12月31日）の計算書類を用いて

連結計算書類を作成している。

なお、決算日の異なる連結子会社16社については、当該会社の決算日と連結決算日との

間に重要な取引が生じた場合には、連結上、必要な調整を行っている。
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　４．会計処理基準に関する事項

　 (イ)重要な資産の評価基準及び評価方法

　 (1) 有 価 証 券

　 満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）

　 その他有価証券

時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの…主として移動平均法による原価法

(2) デリバティブ………時 価 法

　 (3) たな卸資産

評価基準………原 価 法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(ただし、在外連結子会社の原材料は、主として低価法によっ

ている。）

　 評価方法

①商品及び製品・仕掛品…主として総平均法（一部は個別法）

②原材料及び貯蔵品………主として総平均法（一部は移動平均法）

　 (会計方針の変更）

当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号

平成18年７月５日）を適用している。これにより、従来の方法によった場合に比

べ、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ173百万円減少

している。

　 (会計方針の変更）

当連結会計年度より当社の輸送用機器事業及び産業用機器事業は、たな卸資産の評

価方法について、移動平均法から総平均法に変更している。この変更は、統合基幹

業務システムの統合を機に、月次における操業度や製造費用等の一時的な変動によ

る在庫評価への影響を排除し、より適正な期間損益を算定することを目的として行

ったものである。

　 なお、この変更に伴う損益の影響は軽微である。
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　 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 (1) 有形固定資産

当社及び国内

連結子会社

………主として定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）及び当社の建物については定額法。

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産に

ついては、主として３年間均等償却によっている。

また、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産について

は、償却可能限度額まで償却が終了した翌連結会計年度から５

年間で均等償却する方法によっている。

在外連結子会社……主として定額法

　 (追加情報）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正を契機に見直しを行い、当連結会計年

度より機械装置の耐用年数を変更している。これにより、従来の方法によった場合

と比べ、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が98百

万円それぞれ増加している。

(2) 無形固定資産………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっている。

　 (3) リース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成

20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。

　 (会計方針の変更）

当連結会計年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 最終

改正 平成19年３月30日）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第16号 最終改正 平成19年３月30日）を適用し、所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、従来の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更している。また、所有

権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。これに

よる損益への影響はない。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引続き採用してい

る。
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　 (ハ)重要な引当金の計上基準

　 (1) 貸倒引当金

　 債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

　 ①一般債権………………………………貸倒実績率法

　 ②貸倒懸念債権及び破産更生債権……財務内容評価法

　 (2) 製品保証引当金

製品の引渡後に発生する補修費用等の支出に備えるため、当該費用の発生額を個

別に見積って計上している。

　 (3) 環境対策引当金

当社の旧横須賀工場跡地の一部について土壌汚染が判明したことにより、土壌改

良による損失に備えるため、支払見込額を計上している。

　 (4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末に発生していると認められる額を計

上している。

なお、数理計算上の差異については、主に各連結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定率法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしている。過去勤務債

務については、発生時に一括費用処理することとしている。

　 (5) 役員退職慰労引当金

役員退職金の支出に備えるため、内規による当連結会計年度末における要支給額

を計上している。

　 (ニ)その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 (1) 重要なヘッジ会計の方法

　 ①ヘッジ会計の方法

　 原則として、繰延ヘッジ処理によっている。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によっ

ている。

　 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

　 ヘッジ手段……為替予約

　 ヘッジ対象……外貨建売上債権、外貨建仕入債務

　 ③ヘッジ方針

ヘッジ取引は実需に基づいたリスクのみを対象とし、投機的な手段として

は行わない。
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　 ④ヘッジ有効性評価の方法

原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ

対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の当該累

計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断している。

　 (2) 消費税等の会計処理

　 税抜方式によっている。

　 (ホ)連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　 全面時価評価法によっている。

　 (ヘ)のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれんは、５年間で均等償却している。 ただし、少額なものについては発生時に

全額を償却している。

　 (ト)表示方法の変更

　 (連結貸借対照表関係）

① 前連結会計年度において、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連

結会計年度より「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記し

ている。

② 前連結会計年度において、「土壌改良損失引当金」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度より「環境対策引当金」と読み替えて表示している。

　５．会計方針の変更

　 (連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

当連結会計年度より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面

の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用している。これによる

損益への影響はない。
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連結貸借対照表に関する注記

　１. 有形固定資産の減価償却累計額 77,051百万円

　２. 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からのリース債務に対する経営指導念書の差入れ

23百万円

(242千米ドル)

連結株主資本等変動計算書に関する注記

　１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

　 普 通 株 式 127,212,607株

　２．配当に関する事項

　 (1) 配当金支払額

株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成20年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,016 8 平成20年３月31日 平成20年６月25日

平成20年10月31日
取締役会

普通株式 1,143 9 平成20年９月30日 平成20年12月８日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と

なるもの

株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成21年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 508 4 平成21年３月31日 平成21年６月25日

　３．当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　 (権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）

　 普 通 株 式 89,000株

１株当たり情報に関する注記

　 １株当たり純資産額 601円75銭

　 １株当たり当期純利益 34円82銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成21年５月12日

ナブテスコ株式会社
　取締役会 御中

あずさ監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

　公認会計士 米 林 彰 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

　公認会計士 宍 戸 通 孝 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

　公認会計士 原 田 大 輔 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ナブテスコ株式会社の平成20年４

月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。こ

の連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合

理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した

会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、ナブテスコ株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計

算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上
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貸借対照表

(平成21年３月31日現在)

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額
(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 ( 65,723) 流 動 負 債 ( 38,579)
現 金 及 び 預 金 3,919 支 払 手 形 175
受 取 手 形 2,339 買 掛 金 18,013
売 掛 金 26,142 短 期 借 入 金 7,800
有 価 証 券 18,000 未 払 金 2,533
商 品 及 び 製 品 1,193 未 払 法 人 税 等 115
仕 掛 品 4,374 未 払 費 用 2,932
原材料及び貯蔵品 4,981 前 受 金 491
前 渡 金 61 預 り 金 5,201
繰 延 税 金 資 産 2,432 製 品 保 証 引 当 金 1,276
短 期 貸 付 金 1,502 そ の 他 38
未 収 入 金 1,870 固 定 負 債 ( 20,501)
そ の 他 255 社 債 11,000
貸 倒 引 当 金 △1,351 退 職 給 付 引 当 金 8,145

固 定 資 産 ( 53,945) 役員退職慰労引当金 154
有 形 固 定 資 産 ( 35,339) 環 境 対 策 引 当 金 519
建 物 12,669 負 の の れ ん 216
構 築 物 583 そ の 他 465
機 械 及 び 装 置 8,133 負 債 合 計 59,081
車 両 及 び 運 搬 具 23 (純 資 産 の 部)
工具器具及び備品 1,638 株 主 資 本 ( 60,917)
土 地 11,147 資 本 金 10,000
建 設 仮 勘 定 1,144 資 本 剰 余 金 ( 29,513)

無 形 固 定 資 産 (  1,232) 資 本 準 備 金 24,690
特 許 権 13 その他資本剰余金 4,823
ソ フ ト ウ ェ ア 1,169 利 益 剰 余 金 ( 21,544)
ソフトウェア仮勘定 4 利 益 準 備 金 1,076
そ の 他 44 その他利益剰余金 ( 20,468)

投資その他の資産 ( 17,372) 特別償却準備金 3
投 資 有 価 証 券 7,644 資産圧縮積立金 16
関 係 会 社 株 式 6,731 繰越利益剰余金 20,448
関 係 会 社 出 資 金 1,483 自 己 株 式 △141
長 期 前 払 費 用 40 評価・換算差額等 (  △330)
繰 延 税 金 資 産 826 その他有価証券評価差額金 △315
そ の 他 729 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △14
貸 倒 引 当 金 △83 純 資 産 合 計 60,586
資 産 合 計 119,668 負債・純資産合計 119,668
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損益計算書

（平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 115,547

売 上 原 価 96,467

売 上 総 利 益 19,079

販売費及び一般管理費 12,669

営 業 利 益 6,410

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5

受 取 配 当 金 1,139

賃 貸 料 収 益 305

為 替 差 益 14

そ の 他 427 1,892

営 業 外 費 用

支 払 利 息 173

た な 卸 資 産 処 分 損 117

そ の 他 97 389

経 常 利 益 7,912

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 66

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 103 172

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 212

投 資 有 価 証 券 評 価 損 5,486

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 6

関 係 会 社 整 理 損 199

リ ー ス 解 約 損 38

環 境 対 策 引 当 金 172 6,117

税 引 前 当 期 純 利 益 1,968

法人税、住民税及び事業税 113

法 人 税 等 調 整 額 990 1,103

当 期 純 利 益 865
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株主資本等変動計算書

（平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成20年３月31日残高 10,000 24,690 4,846 29,537

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当

任意積立金の取崩

当 期 純 利 益

自己株式の取得

自己株式の処分 △23 △23

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― △23 △23

平成21年３月31日残高 10,000 24,690 4,823 29,513

(単位：百万円)

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計利 益

準 備 金

その他利益剰余金
利益剰余
金 合 計特別償却

準 備 金
資産圧縮
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

平成20年３月31日残高 1,076 7 17 21,739 22,840 △130 62,247

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △2,160 △2,160 △2,160

任意積立金の取崩 △3 △0 4 ― ―

当 期 純 利 益 865 865 865

自己株式の取得 △73 △73

自己株式の処分 62 38

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

―

事業年度中の変動額合計 ― △3 △0 △1,291 △1,295 △11 △1,330

平成21年３月31日残高 1,076 3 16 20,448 21,544 △141 60,917
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(単位：百万円)

評価・換算差額等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成20年３月31日残高 △89 6 △82 62,165

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △2,160

任意積立金の取崩 ―

当 期 純 利 益 865

自己株式の取得 △73

自己株式の処分 38

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

△226 △21 △247 △247

事業年度中の変動額合計 △226 △21 △247 △1,578

平成21年３月31日残高 △315 △14 △330 60,586
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．資産の評価基準及び評価方法

　 (1) 有価証券

　 ①満期保有目的の債券

…償却原価法（定額法）

　 ②子会社株式及び関連会社株式

…移動平均法による原価法

　 ③その他有価証券

時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの…移動平均法による原価法

(2) デリバティブ…………時 価 法

　 (3) たな卸資産

評価基準………………原 価 法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　 評価方法

①商品及び製品・仕掛品…総平均法（一部は個別法）

②原材料及び貯蔵品………総平均法（一部は移動平均法）

　 (会計方針の変更）

当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18

年７月５日）を適用している。これにより、従来の方法によった場合に比べ、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ148百万円減少している。

　 (会計方針の変更）

当事業年度より当社の輸送用機器事業及び産業用機器事業は、たな卸資産の評価方法

について、移動平均法から総平均法に変更している。この変更は、統合基幹業務シス

テムの統合を機に、月次における操業度や製造費用等の一時的な変動による在庫評価

への影響を排除し、より適正な期間損益を算定することを目的として行ったものであ

る。

　 なお、この変更に伴う損益の影響は軽微である。
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　２．固定資産の減価償却の方法

　 (1) 有形固定資産

　 建物及び建物附属設備は定額法、その他は定率法を採用している。

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均

等償却を行っている。

また、平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額

まで償却が終了した翌事業年度から５年間で均等償却を行っている。

　 (追加情報）

法人税法の改正を契機に見直しを行い、当事業年度より機械装置の耐用年数を変更し

ている。これにより、従来の方法によった場合と比べ、当事業年度の営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が99百万円それぞれ増加している。

　 (2) 無形固定資産

　 定額法を採用している。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっている。

　 (3) リース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20

年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。

　 (会計方針の変更）

当事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 最終改正

平成19年３月30日）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第16号 最終改正 平成19年３月30日）を適用し、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、従来の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更している。また、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。これによる損益への影響はな

い。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引続き採用している。

　３．引当金の計上基準

　 (1) 貸倒引当金

　 債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

　 ①一般債権………………………………貸倒実績率法

　 ②貸倒懸念債権及び破産更生債権……財務内容評価法
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　 (2) 製品保証引当金

製品の引渡後に発生する補修費用等の支出に備えるため、当該費用の発生額を個別

に見積って計上している。

　 (3) 環境対策引当金

旧横須賀工場跡地の一部について土壌汚染が判明したことにより、土壌改良による

損失に備えるため、支払見込額を計上している。

　 (4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当事業年度末に発生していると認められる額を計上している。

なお、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定率法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理することとしている。過去勤務債務については、発生

時に一括費用処理することとしている。

　 (5) 役員退職慰労引当金

役員退職金の支出に備えるため、内規による当事業年度末における要支給額を計上

している。

　４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 (1) ヘッジ会計の方法

　 ①ヘッジ会計の方法

　 原則として、繰延ヘッジ処理によっている。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によっ

ている。

　 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

　 ヘッジ手段……為替予約

　 ヘッジ対象……外貨建売上債権、外貨建仕入債務

　 ③ヘッジ方針

ヘッジ取引は実需に基づいたリスクのみを対象とし、投機的な手段として

は行わない。

　 ④ヘッジ有効性評価の方法

原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ

対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の当該累

計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断している。

　 (2) 消費税等の会計処理

　 税抜方式によっている。
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　 (3) 表示方法の変更

　 (貸借対照表関係）

① 前事業年度において、「製品」として掲記されていたものは、当事業年度より

「商品及び製品」として、また前事業年度において「原材料」「貯蔵品」として

掲記されていたものは、当事業年度より「原材料及び貯蔵品」として掲記して

いる。

② 前事業年度において、「土壌改良損失引当金」として掲記されていたものは、

当事業年度より「環境対策引当金」と読み替えて表示している。

貸借対照表に関する注記

　１．有形固定資産の減価償却累計額 70,656百万円

　２．保証債務

　 (1) 関係会社の金融機関からの借入金等に対する債務保証
21百万円 (1,500千人民元)

　 (2) 関係会社の金融機関からのリース債務に対する経営指導念書の差入れ

23百万円 (242千米ドル)

　 (3) 関係会社の金融機関からの仕入債務に対する重畳的債務引受

1,582百万円

　３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短 期 金 銭 債 権 8,181百万円

短 期 金 銭 債 務 5,896百万円

長 期 金 銭 債 権 11百万円

損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

　 (1) 営業取引による取引高

売 上 高 26,665百万円

仕 入 高 11,114百万円

　 (2) 営業取引以外の取引高

受 取 配 当 金 854百万円

賃 貸 料 収 益 210百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普 通 株 式 114,524株
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税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退 職 給 付 引 当 金 3,314百万円

役員退職慰労引当金 62百万円

未 払 金 230百万円

た な 卸 資 産 評 価 損 114百万円

未 払 賞 与 894百万円

貸 倒 引 当 金 547百万円

投資有価証券評価損 238百万円

ゴルフ会員権評価損 76百万円

製 品 保 証 引 当 金 519百万円

環 境 対 策 引 当 金 211百万円

負 の の れ ん 88百万円

繰 越 外 国 税 額 控 除 238百万円

繰 越 欠 損 金 606百万円

そ の 他 84百万円

繰 延 税 金 資 産 小 計 7,228百万円

評 価 性 引 当 額 △1,130百万円

繰 延 税 金 資 産 合 計 6,098百万円

繰延税金負債

資 産 圧 縮 積 立 金 2,176百万円

その他有価証券評価差額金 551百万円

そ の 他 113百万円

繰 延 税 金 負 債 合 計 2,840百万円

繰延税金資産の純額 3,258百万円
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リースにより使用する固定資産に関する注記

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

　 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額
減価償却累計額
相 当 額

期末残高相当額

機 械 及 び 装 置 143百万円 125百万円 18百万円

車 両 及 び 運 搬 具 52百万円 32百万円 19百万円

工 具 器 具 及 び 備 品 512百万円 354百万円 158百万円

ソ フ ト ウ ェ ア 76百万円 32百万円 43百万円

合 計 785百万円 545百万円 239百万円

(注) 取得価額相当額は、有形固定資産等の期末残高等に占める未経過リース料期末残
高の割合が低いため、支払利子込み法により算定している。

　 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 120百万円

１ 年 超 118百万円

合 計 239百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産等の期末残高等に占める未経過
リース料期末残高の割合が低いため、支払利子込み法により算定している。

　 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 162百万円

減 価 償 却 費 相 当 額 162百万円

　 (4) 減価償却費相当額の算定方法

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
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関連当事者との取引に関する注記

　子会社等

(単位：百万円)

属 性 会社等の名称 事業区分

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社
ナブテスコ
サービス㈱

輸送用機器 100.0 有
製品の
販売等

製品の販売 3,613 売 掛 金 1,565

子会社
ティーエス
ヒートロニクス
㈱

精密機器 95.0 有
資金の
援助等

資金の援助 241 短期貸付金 1,329

関連
会社

ナブコシス
テム㈱

産業用機器 35.7 有
製品の
販売等

製品の販売 4,548 売 掛 金 1,674

　(取引条件及び取引条件の決定方針等)

　 １ 製品の販売取引については、市場価格等を勘案し決定している。

　 ２ 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。

　 ３ 資金の貸付けについては、再建支援のため無利息である。

１株当たり情報に関する注記

　 １株当たり純資産額 476円69銭

　 １株当たり当期純利益 6円81銭
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成21年５月12日

ナブテスコ株式会社
　取締役会 御中

あずさ監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

　公認会計士 米 林 彰㊞

指 定 社 員
業務執行社員

　公認会計士 宍 戸 通 孝㊞

指 定 社 員
業務執行社員

　公認会計士 原 田 大 輔㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ナブテスコ株式会社の平成

20年４月１日から平成21年３月31日までの第６期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査

を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法

人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第６期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を

作成し、以下のとおり報告いたします。

１． 監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門

その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも

に、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要

な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が

法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保す

るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備

に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）の状況を監視及び検証いたしました。事業報告に記載されている株式会社の支配に関

する基本方針についても検討いたしました。

  子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必

要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討い

たしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確

保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の報告を受けまし

た。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書及び個別注記表 ）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたし

ました。
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２． 監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実

は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事

項は認められません。

四 事業報告に記載されている株式会社の支配に関する基本方針については、指摘すべき

事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　 会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

　 会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成21年５月18日

ナブテスコ株式会社 監査役会

常 勤 監 査 役 野 上 達 夫㊞

常 勤 監 査 役 中 村 秀 一㊞

社 外 監 査 役 石 丸 哲 也㊞

社 外 監 査 役 山 田 正 彦㊞

社 外 監 査 役 三 谷 紘㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件

　当社の配当方針は、当社グループ全体の業績をベースに戦略的な成長投
資、財務健全性の確保、株主還元のバランス及び安定配当を考慮した企業収
益の適正な配分を図ってまいるというものです。
　当方針に基づき、当期の期末配当につきましては、以下のとおりといたし
たいと存じます。

　 期末配当に関する事項
　 １．配当財産の種類
　 金銭
　 ２．株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　 当社普通株式１株につき金４円 総額 508,392,332円
　 ３．剰余金の配当が効力を生じる日
　 平成21年６月25日

　なお、中間配当金として１株当たり９円をお支払いしておりますので、当
期の年間配当金は、１株当たり13円となります。

第２号議案　定款一部変更の件
　１．変更の理由

（１） 平成16年６月９日に公布された「株式等の取引に係る決済の合理化を
図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平成16年法律
第88号、以下「決済合理化法」といいます。）が平成21年１月５日に施行され、
上場株式は一斉に振替株式に変更されたこと（いわゆる「株券の電子化」をい
います。）から、これに対応するために、株券の存在を前提とした規定の削除及
びその他所要の変更を行うものであります。
（２） また、株券喪失登録簿につきましては、決済合理化法施行日の翌日か

ら起算して１年を経過する日までこれを作成して備え置かなければならないこ
とから、経過的な措置を定めるため附則を設けるものです。（変更案附則第１条
及び第２条）
（３） なお、現行定款第７条（株券の発行）につきましては、決済合理化法

附則第６条第１項に基づき、同法施行日を効力発生日として定款の定めを廃止
する定款変更の決議をしたものとみなされております。
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　２．変更の内容
　 変更の内容は次のとおりであります。

(下線は変更部分を示します)

現 行 定 款 変 更 案

（株券の発行）
第７条
当会社は株式にかかる株券を発行す
る。

（削除、みなし定款変更） 

第８条 (条文省略) 第７条 (現行どおり)

（単元株式数および単元未満株券の不
発行） 
第９条 
当会社の単元株式数は、1,000株とす
る。 
②当会社は第７条の規定にかかわらず
単元株式数に満たない数の株式（以下
「単元未満株式」という。）にかかる株
券を発行しない。ただし、取締役会で
定める株式取扱規則によるところにつ
いてはこの限りでない。 

（単元株式数）

第８条
当会社の単元株式数は、1,000株とす
る。
（削除）

（単元未満株式についての権利） 
第10条 
当会社の単元未満株式を有する株主
（実質株主を含む。以下同じ。）は、そ
の有する単元未満株式について、次に
掲げる権利以外の権利を行使すること
ができない。 
（以下略） 

（単元未満株式についての権利） 
第９条 
当会社の単元未満株式を有する株主
は、その有する単元未満株式につい
て、次に掲げる権利以外の権利を行使
することができない。 
（以下略） 

第11条 (条文省略） 第10条 (現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

（株主名簿管理人）
第12条
当会社は株主名簿管理人を置く。
②株主名簿管理人およびその事務取扱
場所は、取締役会で定める。
③当会社の株主名簿（実質株主名簿を
含む。以下同じ。）、新株予約権原簿お
よび株券喪失登録簿の作成ならびにこ
れらの備置きその他の株主名簿、新株
予約権原簿および株券喪失登録簿に関
する事務は、株主名簿管理人に委託
し、当会社においてはこれを取扱わな
い。

（株主名簿管理人）
第11条
当会社は株主名簿管理人を置く。
②株主名簿管理人およびその事務取扱
場所は、取締役会で定める。
③当会社の株主名簿および新株予約権
原簿の作成ならびにこれらの備置きそ
の他の株主名簿および新株予約権原簿
に関する事務は、株主名簿管理人に委
託し、当会社においてはこれを取扱わ
ない。

第13条～第50条 (条文省略） 第12条～第49条 (現行どおり)

（新設）
附則
第１条
当会社の株券喪失登録簿の作成および
備置きその他の株券喪失登録簿に関す
る事務は、株主名簿管理人に委託し、
当会社においてはこれを取扱わない。

（新設） 第２条
前条および本条は、平成22年１月５日
まで有効とし、同日の経過をもって削
除する。
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第３号議案　取締役10名選任の件
取締役 松本和幸、児山立平、佐和博、松田保、坪内繁樹、井上陽一、三代
洋右、今村雄二郎、青井博之、川田豊の10名は、本総会終結の時をもって任
期満了となります。つきましては、取締役10名の選任をお願いするものであ
ります。

　 取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
他の法人等の代表状況

所有する
当社株式
の 数

１
松 本 和 幸

(昭和20年９月21日生)

昭和45年４月 帝人製機株式会社入社

73,000株
平成13年６月 同社取締役

平成16年６月 当社取締役

平成17年６月 当社代表取締役社長（現任）

２
佐 和 博

(昭和22年12月13日生)

昭和45年４月 日本エヤーブレーキ株式会社入社

31,000株

平成14年６月 株式会社ナブコ取締役

平成15年９月 当社取締役

平成18年６月 当社常務取締役（現任)、パワーコン

トロールカンパニー社長（現任）

３
松 田 保

(昭和22年２月20日生)

昭和44年４月 帝人製機株式会社入社

34,000株

平成16年６月 当社執行役員

平成19年６月 当社常務取締役（現任）

平成20年６月 当社企画本部長兼総務・人事本部長

（現任）

４
坪 内 繁 樹

(昭和25年２月27日生)

昭和47年４月 帝人製機株式会社入社

32,000株

平成15年６月 同社執行役員

平成15年９月 当社執行役員

平成17年６月 当社取締役

平成18年６月 当社精機カンパニー社長（現任）

平成20年６月 当社常務取締役(現任）

５
井 上 陽 一

(昭和23年１月１日生)

平成14年11月 株式会社ナブコ入社

20,800株

平成15年６月 同社執行役員

平成16年６月 当社執行役員

平成18年６月 当社取締役

平成19年６月 当社技術本部長（現任）

平成20年６月 当社常務取締役（現任）

― 55 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2009年05月20日 21時37分 $FOLDER; 55ページ （Tess 1.10 20081020_01）



　

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
他の法人等の代表状況

所有する
当社株式
の 数

６
三 代 洋 右

(昭和27年４月14日生)

平成15年８月 帝人製機株式会社入社

17,000株

平成18年６月 当社執行役員

平成19年６月 当社企画本部企画部長（現任）

平成20年６月 当社取締役（現任）、企画本部副本部

長（現任）

７
今 村 雄二郎

(昭和26年３月30日生)

平成13年４月 株式会社ナブコ入社

15,000株
平成18年６月 当社執行役員

平成20年６月 当社取締役（現任）

当社ナブコカンパニー社長（現任）

８
青 井 博 之

(昭和27年５月５日生)

平成16年４月 ティーエスコーポレーション株式会社

入社

7,000株

平成16年10月 当社法務部長

平成19年６月 当社執行役員

平成20年６月 当社取締役（現任）

コンプライアンス本部長（現任）

コンプライアンス推進部長（現任）

９
坂  本     勉

(昭和27年３月14日生)

昭和49年４月 日本エヤーブレーキ株式会社入社

9,000株

平成11年10月 株式会社ナブコ自動車事業部営業部長

平成18年６月 ナブテスコサービス株式会社代表取締

役社長

平成20年６月 当社執行役員（現任）、鉄道カンパニ

ー計画部長（現任）

10
楢  木 一  秀

(昭和28年11月11日生)

昭和52年４月 株式会社神戸製鋼所入社

0株

平成10年７月 KOBELCO COMPRESSORS(AMERICA),INC.

取締役社長

平成13年７月 株式会社神戸製鋼所機械カンパニー高

砂機械センター産業機械工場長

平成20年４月 同社執行役員（現任）、機械エンジニ

アリングカンパニー産業機械事業部長

（現任）
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(注) 1. 各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 楢木一秀氏は、社外取締役候補者であります。
3. 社外取締役候補者について
(1) 社外取締役候補者の選任理由及び独立性について

楢木一秀氏につきましては、株式会社神戸製鋼所の執行役員を務められ、豊富な
経験と深い見識・能力を有し、それらを当社のコーポレートガバナンスの強化に
生かしていただきたいため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

(2) 社外取締役との責任限定契約について
楢木一秀氏につきましては、選任をご承認いただいた後に、当社との間で、当該
責任限定契約を締結する予定です。同契約は、会社法第423条第１項の賠償責任に
つき、賠償責任限度額を１千万円または法令が定める額のいずれか高い額とする
ものです。

第４号議案　退任取締役に対する退職慰労金贈呈及び役員退職慰労金制度
            廃止に伴う打切り支給の件

  本総会終結の時をもって退任されます取締役児山立平氏に対し、在任中の
労に報いるため、当社における一定の基準に従い、2,411万円の退職慰労金
を贈呈いたしたいと存じます。
なお、退任取締役に対しての贈呈時期、方法等は取締役会にご一任願いた

いと存じます。
　退任取締役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

児  山  立  平
平成18年６月 当社常務取締役

平成20年６月 当社代表取締役専務取締役（現任）

　また、当社は、平成21年５月18日開催の取締役会において、役員の報酬制
度の見直しを行い、役員退職慰労金制度を本総会終結の時をもって廃止する
ことを決議いたしております。
　これに伴い、第３号議案をご承認いただいた場合に再任される取締役松本
和幸、佐和博、松田保、坪内繁樹、井上陽一、三代洋右、今村雄二郎、青井
博之の８氏及び任期中の監査役野上達夫、中村秀一の２氏に対し、これまで
の労に報いるため、本総会終結の時までの在任期間に対応する退職慰労金
を、当社における一定の基準に従い、取締役分は総額161百万円、監査役分
は総額13百万円を上限として打切り支給したいと存じます。
　なお、その支給の時期は、各氏が取締役または監査役を退任する時とし、
取締役在任期間分についての具体的な金額及びその贈呈時期、方法等は取締
役会に、監査役在任期間分についての具体的な金額及びその贈呈時期、方法
等は監査役の協議にご一任願いたいと存じます。
　役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給の対象となる取締役及び監査役
の略歴は、次のとおりであります。
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氏 名 略 歴

松 本 和 幸
平成16年６月 当社取締役

平成17年６月 当社代表取締役社長（現任）

佐 和    博
平成15年９月 当社取締役

平成18年６月 当社常務取締役（現任）

松 田    保 平成19年６月 当社常務取締役（現任）

坪 内 繁 樹
平成17年６月 当社取締役

平成20年６月 当社常務取締役（現任）

井 上 陽 一
平成18年６月 当社取締役

平成20年６月 当社常務取締役（現任）

三 代 洋 右 平成20年６月 当社取締役（現任）

今 村 雄二郎 平成20年６月 当社取締役（現任）

青 井 博 之 平成20年６月 当社取締役（現任）

野 上 達 夫 平成19年６月 当社常勤監査役（現任）

中 村 秀 一 平成20年６月 当社常勤監査役（現任）

第５号議案　取締役及び監査役の報酬額改定の件
　当社の取締役及び監査役の報酬額については、平成18年６月27日開催の第
３回定時株主総会において、取締役の報酬額を「年額300百万円以内」（使用
人兼務取締役の使用人分の給与は含まない）、当社設立に係る平成15年６月
開催の帝人製機株式会社、株式会社ナブコの株主総会において、監査役の報
酬額を「月額６百万円以内」としてご承認いただき今日に至っております。
　今般、役員報酬制度見直しの一環として、本総会終結の時をもって役員退
職慰労金制度を廃止することに加え、取締役の報酬等については業績との連
動性をさらに高めた報酬体系とするため、取締役の報酬額（社外取締役を含
まない）を「年額350百万円以内」、監査役の報酬額を「年額80百万円以内」
と改定させていただきたいと存じます。
　取締役及び監査役の員数は、第３号議案が承認可決されますとそれぞれ10
名（うち社外取締役は１名）及び５名となります。
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第６号議案　取締役に対し株式報酬型ストックオプションとして新株予約権
            を発行する件

　本議案は、取締役（社外取締役を除く）に対する報酬等として、取締役の
報酬額とは別枠で、毎年100百万円の範囲内で株式報酬型ストックオプショ
ンとして新株予約権を割当てることにつきご承認をお願いするものでありま
す。
　本新株予約権は、割当てを受けた取締役に対し新株予約権の払込金額と同
額の報酬を付与し、当該報酬請求権と当該新株予約権の払込債務とを相殺す
ることにより、新株予約権を取得させるものであります。  
　新株予約権の払込金額は、新株予約権の割当日において算定した新株予約
権１個当たりの公正価額に、割当てる新株予約権の総数を乗じて得た額とな
りますので、有利発行には該当しないことになります。
　なお、第３号議案が原案どおり承認可決されますと、本議案の対象となる
当社の取締役の員数は、社外取締役１名を除く９名となります。

１． 取締役の報酬等として新株予約権を割当てる理由
　当社は、取締役に対する報酬制度に関して平成21年５月18日開催の取締役
会において本総会終結の時をもって退職慰労金制度を廃止することを決定い
たしました。この新株予約権は、役員報酬制度見直しの一環として役員報酬
を当社の業績と株式価値との連動性をより一層強めたものとし、当社取締役
が株価上昇によるメリットのみならず株価下落によるリスクまでも株主の皆
さまと共有することで、中長期に継続した業績向上と企業価値増大への貢献
意欲や士気を一層高めることを目的に、当社の取締役に対し、株式報酬型ス
トックオプションとして新たに導入するものであります。

２． ストックオプションとしての新株予約権の具体的内容
(1) 新株予約権の目的である株式の種類及び数
  新株予約権の目的である株式の種類は、当社普通株式とし、各新株
予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」といいます。）に
ついては1,000株とします。
  なお、本議案の決議日（以下、「決議日」といいます。）後、当社が
当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含
みます。以下、株式分割の記載につき同じ。）または株式併合を行う場
合、次の算式により付与株式数の調整をするものとします。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率
  なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切捨てる
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ものとします。

また、上記の他、決議日後、当社が合併、会社分割または株式交換
を行う場合及びその他これらの場合に準じて付与株式数の調整を必要
とする場合、当社は、当社取締役会において必要と認める付与株式数
の調整を行うことができるものとします。
  当社普通株式200,000株を、当社定時株主総会の日から１年以内の日
に発行する新株予約権を行使することにより交付を受けることができ
る株式数の上限とし、付与株式数が調整された場合は、調整後付与株
式数に下記新株予約権の総数を乗じた数を上限とします。
(2) 新株予約権の総数
  200個を、当社定時株主総会の日から１年以内の日に発行する新株予
約権の上限とします。
(3) 新株予約権の払込金額（発行価額）
  新株予約権１個当たりの払込金額（発行価額）は、新株予約権の割
当てに際して算定された新株予約権の公正価額を基準として当社取締
役会で定める額とします。
  また、新株予約権の割当てを受ける者は、金銭による払込みに代え
て、当社に対して有する報酬債権と新株予約権の払込債務とを相殺す
ることとします。
(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
  各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該新株予
約権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たり
の行使価額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とします。
(5) 新株予約権を行使することができる期間
  新株予約権を割当てる日の翌日から25年以内で、当社取締役会で定
めるものとします。
(6) 譲渡による新株予約権の取得の制限
  譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議によ
る承認を要するものとします。
(7) 新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも
喪失した日の翌日から10日以内（10日目が休日にあたる場合は翌営
業日を最終日とします。）に限り、新株予約権を行使することができ
るものとします。
② その他の権利行使の条件については、新株予約権の募集事項等を
決定する当社取締役会において定めるものとします。
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(8) 新株予約権のその他の内容等
新株予約権の募集事項等を決定する当社取締役会において定めるも

のとします。

【ご参考】
  第６号議案が承認可決されることを条件として、取締役を兼務しない執行
役員に対しても株式報酬型ストックオプションとして上記と同内容の新株予
約権を取締役会の決議により割当てる予定です。

以 上
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【インターネットによる議決権行使のご案内】

●インターネットにより議決権を行使される場合は、次の事項をご了承のうえご行使ください。

1.インターネットによる議決権行使は、当社の指定する議決権行使専用ウェブサイト

（http://www.web54.net）をご利用いただくことによってのみ可能です。なお、携帯電話を

操作端末として用いたインターネットではご利用いただけませんのでご了承ください。

2.議決権の行使は、株主総会開催日前日（平成21年６月23日（火曜日））午後６時までの行使

分が有効です。議決権行使数の集計などの都合上、できるだけ早めにご行使されますようお

願い申し上げます。

3.インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行使されたものを有効な

議決権行使としてお取扱いいたします。

4.書面及びインターネットの両方により議決権を重複して行使された場合は、インターネット

による議決権行使を有効なものとしてお取扱いいたします。

5.議決権行使ウェブサイトをご利用いただくためのプロバイダーへの接続料金及び通信事業者

への通信料金（電話料金）などは、株主さまのご負担となります。

なお、インターネットによる議決権行使には、議決権行使書用紙右片に記載の「議決権行使

コード」と「パスワード」が必要になります。

●パスワードのお取扱い

1.パスワードは、議決権をご行使される方が株主さまご本人であることを確認する手段です。

暗証番号と同様に大切にお取扱いください。

2.パスワード入力時に一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロックされ

てしまった場合は、画面の案内に従って手続きください。

　3.不正利用防止のため、パスワードのお電話によるご照会にはお答えできません。

4.今回ご案内するパスワード及び株主さまご本人登録のパスワードは、本株主総会に関しての

み有効です。

●議決権行使ウェブサイトをご利用いただくために、次のシステム環境が必要です。

　1.ハードウェアの条件

　 (1)インターネットにアクセスできる状態であること。

(2)画面の解像度が、横800ドット×縦600ドット（SVGA）以上のモニターを使用できる状態

であること。

　2.ソフトウェアの条件

(1)マイクロソフト社インターネット・エクスプローラー（Microsoft®InternetExplorer）

Version5.01ServicePack2以上のバージョンをインストール（導入）済みで、使用できる

状態であること。

― 62 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2009年05月20日 21時37分 $FOLDER; 62ページ （Tess 1.10 20081020_01）



　

(2)アドビシステムズ社アドビリーダー（Adobe® Reader®）Ver.4.0以上のバージョンをインス

トール（導入）済みで、使用できる状態であること。

(Microsoft® 及びInternetExplorerはマイクロソフト社、Adobe® Reader®はアドビシステム

ズ社の、米国及び各国での商標、登録商標または製品名です。）

＊議決権行使サイト上にて、総会関係資料及び議案内容をご参照されない場合は、上記

(2)の条件は必要ありません。

●お問合せ先

1.インターネットでの議決権行使に関するパソコンの操作方法がご不明な場合は、以下にお問

合せください。

中央三井信託銀行 証券代行ウェブサポート専用ダイヤル

【電話】０１２０－６５－２０３１（フリーダイヤル)

（受付時間 土日休日を除く 9:00～21:00）

　2.株主さまのご登録の住所・株式数のご照会などは、以下にお問い合せください。

(1)証券会社に口座をお持ちの株主さまは、お取引の証券会社あてお問合せください。

(2)特別口座についてのご照会は以下のとおりです。

中央三井信託銀行 証券代行事務センター

【電話】０１２０－７８－２０３１（フリーダイヤル)

（受付時間 土日休日を除く 9:00～17:00）

※特別口座に関する各種届出用紙のご請求は、中央三井信託銀行ウェブサイトの「手続
用紙ご請求コーナー」（http://www.chuomitsui.co.jp/person/p_06.html）及び２４
時間自動応答ダイヤル【電話】０１２０－８７－２０３１（フリーダイヤル）にて承
ります。
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株主総会会場ご案内図

　 会 場：〒105-8582 東京都港区芝公園二丁目５番20号
　 メルパルク東京 ５階 瑞雲

　 地下鉄：芝公園駅（都営三田線）A3出口 徒歩２分
　 大 門 駅（都営浅草線・都営大江戸線）A3出口または
　 A6出口 徒歩４分
　 JR京浜東北線・山手線：浜松町駅（北口）徒歩８分または
　 (南口）S5階段「金杉橋方面」徒歩８分
　 モノレール：浜松町駅（北口）徒歩８分

　 ※当会場には専用駐車場がございませんので、

　 ご了承のほどお願い申し上げます。
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